
令和５年度 第１０回 役員会議事要旨 
 

日 時：令和５年９月１１日（月）              午後１時３３分開会 
                              午後２時４０分閉会 

場 所：Web 会議 

 

出席者：総長、山口理事、横田理事、増田理事、山本理事、髙橋理事、菅原理事、 
行松理事、梅原理事 

 
欠席者：なし 
 
（オブザーバー） 

    髙橋監事、石川監事、渥美副学長、𢎭𢎭副学長、長谷山副学長 
 
 
 

議事に先立ち、総長から資料に基づき、７月２４日の令和５年度第９回役員会の議事要旨に係る確

認があった。 
 
 

議        事 

 

 

議案１ 年俸制における「競争的資金獲得加算額」の見直しについて 

議案２ 就業規則関連規程の一部改正について 

総長から、資料に基づき説明があり、審議した結果了承された。 

 

（議案３ 第４期中期計画実行計画の見直しについて） 

 総長から、本件については、一連の議題等となるので、協議事項１「北海道大学質保証報告書につ

いて」の協議の後、審議する旨説明があった。 

 

協議事項１ 北海道大学質保証報告書について 

 山本理事から、資料に基づき、本学の質保証の実施方針に基づき作成し、公表する「北海道大学質

保証報告書」の内容について説明があり、協議した結果了承され、９月１４日の経営協議会及び９月

２０日の教育研究評議会に付議することとなった。 

 

議案３ 第４期中期計画実行計画の見直しについて 

 山口理事から、資料に基づき、第４期中期計画実行計画について、経営戦略室で策定した「第４期

中期計画の変更及び同実行計画の見直しの方針」に基づいて、各総長室等において、大学管理分の中

期計画の変更と文部科学省提出分を含めた中期計画全体の実行計画の見直しの要否について確認を

行った結果、実行計画８件の見直しを行うこととしたこと等について説明があり、審議した結果了承

された。 

 

 



議案４ 共同プロジェクト拠点の認定について 

 山本理事から、資料に基づき、共同プロジェクト拠点について、「共創教育センター」の認定申請

があり、経営戦略室教育研究組織部会において認定候補拠点として決定したこと、認定期間は令和５

年１０月から令和１０年９月までであり、活動テーマは「アントレプレナーシップ教育の推進やイノ

ベーション創出の根幹となる「総合知」を育む環境の構築」であること等について説明があり、審議

した結果了承され、９月２０日の教育研究評議会に報告することとなった。 

 

議案５ 北海道大学オープンイノベーションハブ「エンレイソウ」の設置について 

 行松理事から、資料に基づき、ファカルティハウス「エンレイソウ」を改修し、本学の研究者、学

生等と自治体、企業等が自由に意見交換し、社会課題や地域課題の解決に向けた新たなアイデアを生

み出す「場」として、オープンイノベーションハブ「エンレイソウ」を新たに設置すること等につい

て説明があり、審議した結果了承され、９月１４日の経営協議会及び９月２０日の教育研究評議会に

報告することとなった。 

 

議案６ 諸規則の一部改正について 

 総務課長から、資料に基づき、諸規則の一部改正について説明があり、審議した結果了承された。 

 

協議事項２ 全学運用教員の措置について 

 総長から、資料に基づき、令和５年１０月１日付けで１件の全学運用教員措置の必要性が生じたこ

と等について説明があった後、引き続き山本理事から、全学運用教員については、措置の必要性を検

証の上、全学的な見地から真に必要なもののみ措置を行うこと等について説明があり、協議した結果

了承され、９月２０日の部局長等連絡会議で意見聴取を行うこととなった。 

 

報告事項等１ 令和６年度概算要求（財務省要求）について 

 横田理事から、資料に基づき、８月３１日付けで文部科学省から財務省に提出された令和６年度概

算要求に関する本学分の伝達について、文部科学省において一括計上されている袋要求が含まれてい

るため、本学の運営費交付金の総額は現時点で示されていないこと、一部伝達のあった主なものとし

て、「教育研究組織改革分」では新規及び継続拡充８件と継続５件の合計１３件分が要求されている

こと等について報告があった。 

その後、菅原理事から、資料に基づき、施設整備費補助金分について、本学から文部科学省へ要求

した事業１２件のうち、文部科学省における「令和６年度国立大学法人等施設整備の概算要求事業の

選定の考え方」に基づく評価の結果、７事業について S評価であったこと等について報告があった。 

 

報告事項等２ 創成研究機構による設置期限がある構成組織の評価結果について 

 増田理事から、資料に基づき、創成研究機構の構成組織である「広域複合災害研究センター」の設

置期限が今年度で満了になることに伴い、創成研究機構広域複合災害研究センター特別評価委員会に

よる評価を実施したこと等について報告があった。 

 

報告事項等３ 共同プロジェクト拠点の認定取消しについて 

 山本理事から、資料に基づき、共同プロジェクト拠点「One Health リサーチセンター」について、

同センターを発展的に解消し、あらためて学内共同研究施設「One Health リサーチセンター」を令和

５年１０月１日付けで設置することから、９月３０日をもって拠点認定を取り消すこと等について報

告があった。 

 

報告事項等４ 令和６年度工学部情報エレクトロニクス学科の定員増について 

 山本理事から、資料に基づき、工学部情報エレクトロニクス学科の入学定員を令和６年度から５０

名増員することについて、大学設置・学校法人審議会で審議された結果、設置計画を可とする回答が



なされた旨通知があったこと等について報告があった。 

 

報告事項等５ 障害者の雇用状況等について 

 行松理事から、資料に基づき、障害者の雇用状況等について、本学における６月１日現在の障害者

実雇用率は２．３０％であり、法定雇用率２．６％を下回っていること、法定雇用率達成のため、引

き続き全学的な理解と協力を得ながら対応していくこと等について報告があった。 


